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１．はじめに  

 現在，地球規模で早期解決が望まれている課題として，低炭素社会の実現と少子高齢社会への対応があり，

最近の多数の行政機関の白書や報告等において，それらへの対策が言及されている．（財）エンジニアリング

振興協会地下開発利用研究センター地下利用推進部会では，長年にわたり地下空間利活用方法のあり方を探索

しており，本報では，同部会で平成 20～21 年度に実施した低炭素社会および少子高齢社会に資する地下空間

利活用に関する検討結果について，その概要を紹介する． 

２．検討方針  

 低炭素社会および少子高齢社会に係る行政機関の施策や国民のニーズ等を抽出し，それらと地下空間の特性

（優位性）を踏まえた新たな地下の利活用方法に関する提案を行うことを目標とする． 

３．検討結果  

３．１ 低炭素社会における地下空間利活用の可能性 

 各行政機関から公表された方針や方策，環

境省・国土交通省により選定された環境モデ

ル都市のアクションプラン，コペンハーゲン

やハンブルグ等の海外事例を調査した結果，

低炭素社会の実現に向けて，地域特性にあわ

せた様々な方策が検討・実用化されており，

地下空間の利活用に結びつく方策も見受け

られた．代表的な地下空間利用施設について，

地下特性と低炭素社会対応技術を表 1 に示す． 

 低炭素型都市とは都市機能を集約した三次元構造をもつことで，経済活動や市民生活といった各機能を発揮

するために必要なエネルギーの利用効率を高めた都市ということができる．そこで，オフィス・住居建物以外

に都市に必要とされる施設を，エネルギー施設，交通システム，食料･バイオマス，迷惑施設，自然災害対策

の 5 分野およびこれらを結ぶ施設に分類し，地下施設と地上施設を組み合わせた複合施設 11 例について，特

徴，規模，仕様，概念図を検討・作成した．検討した複合施設一覧を表 2 に，検討結果の 1 例を図 1 に示す． 

表 2 今回検討した地上・地下複合施設の一覧 

 

以上で検討した地下利用施設群を，人口 10～20 万程度と想定した首都圏近郊都市に配置した例を図 2 に示

す．地下施設を単独で築造することは経済的に困難でも，エネルギー源や廃熱の相互利用といった複数の関連 
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表 1 低炭素社会に資する地下利用技術例 
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図 1 低炭素社会に資する複合施設の 1 例 

（迷惑施設） 
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した施設と地上部にふさわしい施設を組み合わせるこ

とで都市機能が集中でき，コストベネフィットの向上も

期待できると考えられる． 

３．２ 少子高齢社会における地下空間利活用の可能性 

 少子高齢社会対策に関する各行政機関の施策やアク

ションプランを調査したが，地下空間の利活用を取込ん

だ施策が見あたらないことから，対象となる高齢者や子

育て層のニーズを抽出し，ニーズに応えるための地下空

間利用施設の検討を試みた． 

対象者のニーズは，居住系，生活・環境系，移動・交

通系に分類して抽出し，それぞれのニーズに対する施策

や施設のアイデアおよび具体的な地下空間利活用案を

検討した．検討結果の一部を表 3 に示す． 

表 3 少子高齢社会におけるニーズと地下空間利活用案例 

 

少子高齢社会におけ

るニーズは，弱者保護の

観点から共通するもの

も多い．また，これらの

地下の利活用方法や施

設のアイデアは，単独で

はニーズに直接対応す

ることは難しく，複数の

施策や施設の複合的活

用が不可欠と考えられ

る．そこで，まちづくり

をイメージしながら地

下の利活用方法や施設

のアイデアを抽出する

こととした．今回は，人口 10 万人程度の都市（区域）を中央都市，衛星都市，地方都市，観光都市に分類し，

それぞれの都市で必要とされる地上・地下複合施設の概要およびにその都市内配置を検討した．検討結果の 1

例を図 3 に示す．少子高齢社会においては，都市のコンパクト化とともに，地下利活用による施設の集中立地

が効果的であると考えられる． 

４．おわりに  

 今回の検討の特徴は，まちづくりの観点から，複数の目的のために複合型の施設整備を提案した点にあり，

周辺地域，外縁地域を含めた空間構成を検討する際の基礎資料になるものと考えている．今後，提案した複合

施設についての実現可能性や効果を高める工夫等，さらなる検討が必要である．なお本検討は（財）JKA よ

り競輪補助を受けて実施したものである． 

図 2 低炭素社会に資する複合施設の 

都市内配置例（図中①～⑪は表 2 を参照） 

図 3 少子高齢社会に資する複合施設の都市内配置例（地方都市の場合） 
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